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第７回第７回第７回第７回    ９月３日（月）９月３日（月）９月３日（月）９月３日（月）    
  ○報告書骨子案のフリートーキング 
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  ○報告書骨子案のフリートーキング 
 
第９回第９回第９回第９回    ９月９月９月９月 17171717 日（月）日（月）日（月）日（月）    
  ○報告書骨子案のフリートーキング 
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行政 機関 等 個人 情報 保護 法 制研 究会 開催 要 領  
 

 
１． 目的  
  行 政 機 関 等 個 人 情 報 保 護 法 制 研 究 会 （ 以 下 「 研究 会 」 とい

う。）は 、行政 機 関の 保有 す る電 子計 算機 処 理に 係る 個人 情 報

の 保 護 に 関 す る 法 律 の 見 直 し 及 び 独 立 行 政 法 人 等 に お け る 個

人 情 報 保 護 制 度 の 在 り 方 に つ い て 、 法 制 的 な 観 点 か ら の 専 門

的な 検討 を 行う こと を 目 的 とす る。  
 
２． 会議  

総 務 大臣 政 務 官 が 開 催す る 研 究 会 と し、 個 人 情 報 の 保護 に

関 す る 法 律 等 諸 制 度 に 関 し 、 専 門 的 か つ 優 れ た 見 識 を 有 す る

者８ 名に 参 集を 求め る も の とす る。  
 
３． 運営  

( 1 )  会議 は座 長 が招 集す る。  
( 2 )  座長 は、会議 を 主宰 し、座長 に 事故 があ る とき は、あら

かじ めそ の 指名 する 委員 が 、そ の職 務を 代 行す る。  
( 3 )  毎回 、議 論 の要 点を 整理 し て、 公表 する 。  
( 4 )  座長 は 、研 究会 の検 討に 必 要が ある と認 め ると きは 、有

識者 その 他 の者 に参 加を 求 める こと がで き る。  
( 5 )  上記 各項 の ほか 、研 究 会の 運営 に関 し 、必 要な 事項 は 座

長が 定め る 。  
 
４． 庶務  
  研 究 会 の 庶 務 は 、 総 務 省 行 政 管 理 局 行 政 情 報 シス テ ム 企画

課（ 行政 機 関等 個人 情報 保 護室 ）に おい て 処理 する 。  
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行政改革委員会「情報公開法制の確立に関する意見」行政改革委員会「情報公開法制の確立に関する意見」行政改革委員会「情報公開法制の確立に関する意見」行政改革委員会「情報公開法制の確立に関する意見」 
「Ⅲ「Ⅲ「Ⅲ「Ⅲ    情報公開法要綱案の考え方」（抄）情報公開法要綱案の考え方」（抄）情報公開法要綱案の考え方」（抄）情報公開法要綱案の考え方」（抄） 
 

８８８８    その他の検討事項その他の検討事項その他の検討事項その他の検討事項  

(1)(1)(1)(1)    個人情報の本人開示個人情報の本人開示個人情報の本人開示個人情報の本人開示  

 一般的に個人情報を本人に開示することを認める制度が存しない状況の下で、情報

公開法により個人情報を本人に開示することを認めることについての意見・要望があ

り、その趣旨は理解できる。しかしながら、結論的に言えば、本人開示の問題は、基

本的には個人情報の保護に関する制度の中で解決すべき問題であるとともに、本人に

開示すべき個人情報の範囲の在り方も、その中で専門的に検討すべき問題であると考

える。すなわち、本人開示は、個人の権利利益の保護のための制度の一つと考えられ、

行政部門と民間部門を通ずる問題として、その保有機関による収集の制限、適正な管

理等の保護の仕組みの中で検討されなければ十分な解決を得ることができないもの

である。 

 現在、国における個人情報の保護を目的とする法律としては、行政機関の保有する

電子計算機処理に係る個人情報の保護に関する法律があるが、同法は、行政機関の保

有する個人情報のうち電子計算機処理に係るものを対象としているほか、医療、教育

関係情報は開示請求の対象から除かれている。医療、教育関係情報の本人開示の問題

は、国の施設のみならず公立・私立の施設を含めた情報の取扱いに関する基本的な在

り方にかかわる問題であり、それぞれの分野における専門的な検討が必要である。 

 他方、個人情報の保護に関する制度が整備されるまでの措置として、情報公開法の

中に本人開示を認める制度を盛り込むという意見もあるが、本人に開示することが不

適切な情報も現実に存在し、不特定多数者を対象とする不開示情報の考え方とは異な

る本人開示に特有の開示範囲を規定すること、請求者が本人であることの確認手続を

規定することなどの情報公開法の枠組みを越えた検討が不可欠である。さらに、国民

の関心が強いのは医療、教育関係情報であり、その取扱いについての専門的な検討を

避けて制度化することも適切ではない。 

 このような考え方から、本要綱案には個人情報の本人開示を認める制度を盛り込ま

ないこととした。しかしながら、国民からは医療、教育関係情報等を中心として本人

開示を求める意見・要望が強いことを踏まえ、関係省庁において、個人の権利利益の

保護の観点から、本人開示の問題について早急に専門的な検討を進め、その解決を図

る必要があると考える。  
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行政機関の保有する電子計算機処理に係る個人情報の保護に関する法律 

                                                                                                                                                    昭和６３年１２月１６日    
                                                                                                                                                    法律第９５号    
 
                                 改正 平成11年12月８日 法律第151号 
                                    平成11年12月22日 法律第160号 

 

目次 

第１章 総則（第１条－第３条） 

第２章 個人情報の電子計算機処理（第４条－第１２条） 

第３章 処理情報の開示及び訂正等（第１３条－第１９条） 

第４章 雑則（第２０条－第２７条） 

附則 

 

第１章 総則 

 （目的） 

第１条 この法律は、行政機関における個人情報の電子計算機による処理の進展にかんがみ、行政機関の保有

する電子計算機処理に係る個人情報の取扱いに関する基本的事項を定めることにより、行政の適正かつ円滑

な運営を図りつつ、個人の権利利益を保護することを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

 一 行政機関 次に掲げる機関をいう。 

  イ 内閣府、宮内庁、内閣府設置法（平成十一年法律第八十九号）第四十九条第一項及び第二項に規定す

る機関並びに国家行政組織法（昭和二十三年法律第百二十号）第三条第二項に規定する機関（これらの

機関のうちロの政令で定める特別の機関が置かれる機関にあつては、当該特別の機関を除く。）並びに

法律の規定に基づき内閣の所轄の下に置かれる機関 

  ロ 内閣府設置法第四十条及び第五十六条（宮内庁法（昭和二十二年法律第七十号）第十八条第一項に

おいて準用する場合を含む。）並びに国家行政組織法第八条の三の特別の機関のうち政令で定めるも

の 

 二 個人情報 生存する個人に関する情報であつて、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述又は

個人別に付された番号、記号その他の符号により当該個人を識別できるもの（当該情報のみでは識別でき

ないが、他の情報と容易に照合することができ、それにより当該個人を識別できるものを含む。）をいう。

ただし、法人その他の団体に関して記録された情報に含まれる当該法人その他の団体の役員に関する情報

を除く。 

 三 電子計算機処理 電子計算機を使用して行われる情報の入力、蓄積、編集、加工、修正、更新、検索、

消去、出力又はこれらに類する処理をいう。ただし、専ら文章を作成し、又は文書図画の内容を記録す

るための処理その他の政令で定める処理を除く。 

 四 個人情報ファイル 一定の事務の目的を達成するために体系的に構成された個人情報の集合物であつ

て、電子計算機処理を行うため磁気テープ、磁気ディスクその他これらに準ずる方法により一定の事項
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を確実に記録しておくことができる物（以下「磁気テープ等」という。）に記録されたものをいう。 

 五 処理情報 個人情報ファイルに記録されている個人情報をいう。 

 六 処理情報の本人 処理情報において識別される個人のうち、電子計算機処理上他の個人の氏名、生年

月日その他の記述又は他の個人別に付された番号、記号その他の符号によらないで検索し得るものをい

う。 

 （適用除外） 

第３条 統計法（昭和２２年法律第１８号）第２条に規定する指定統計を作成するために集められた個人情報

及び同法第８条第１項の規定により総務大臣に届け出られた統計調査によつて集められた個人情報並びに統

計報告調整法（昭和２７年法律第１４８号）の規定により総務大臣の承認を受けた統計報告（同法第４条第

２項に規定する申請書に記載された専ら統計を作成するために用いられる事項に係る部分に限る。）の徴集

によつて得られた個人情報については、この法律の規定は、適用しない。 

 

第２章 個人情報の電子計算機処理 

 （個人情報ファイルの保有） 

第４条 行政機関は、個人情報ファイルを保有する（自らの事務の用に供するため個人情報ファイルを作成し、

又は取得し、及び維持管理することをいい、個人情報の電子計算機処理の全部又は一部を他に委託してする

場合を含み、他からその委託を受けてする場合を含まない。以下同じ。）に当たつては、法律の定める所掌

事務を遂行するため必要な場合に限り、かつ、できる限りその目的を特定しなければならない。 

２ 個人情報ファイルに記録される項目（以下「ファイル記録項目」という。）の範囲及び処理情報の本人

として個人情報ファイルに記録される個人の範囲（以下「ファイル記録範囲」という。）は、前項の規定に

より特定された個人情報ファイルを保有する目的（以下「ファイル保有目的」という。）を達成するため必

要な限度を超えないものでなければならない。 

 （個人情報の安全確保等） 

第５条 行政機関が個人情報の電子計算機処理又はせん孔業務その他の情報の入力のための準備作業若しくは

磁気テープ等の保管（以下「個人情報の電子計算機処理等」という。）を行うに当たつては、当該行政機関

の長（第２条第１号ロの政令で定める特別の機関にあつては、その機関ごとに政令で定める者をいう。以下

同じ。）は、個人情報の漏えい、滅失、き損の防止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置（以

下「安全確保の措置」という。）を講ずるよう努めなければならない。 

２ 個人情報ファイルを保有する行政機関（以下「保有機関」という。）の長は、ファイル保有目的に必要

な範囲内で、処理情報が過去又は現在の事実と合致するよう努めなければならない。 

 （個人情報ファイルの保有等に関する事前通知） 

第６条 行政機関が個人情報ファイルを保有しようとするときは、当該行政機関の長は、あらかじめ、総務大

臣に対し、次の各号に掲げる事項を通知しなければならない。通知した事項を変更しようとするときは、変

更する事項についても、同様とする。 

 一 個人情報ファイルの名称 

 二 保有機関の名称及び個人情報ファイルが使用に供される事務をつかさどる組織の名称 

 三 ファイル保有目的 

 四 ファイル記録項目及びファイル記録範囲 
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 五 処理情報の収集方法 

 六 処理情報を保有機関以外の者に経常的に提供する場合には、その提供先 

 七 次条第１項の規定により個人情報ファイル簿に掲載される個人情報ファイル（第１３条第１項ただし

書に掲げるもの及び第１９条の規定により全部の処理情報について第１３条第１項本文の規定が適用さ

れないこととなるものを除く。）にあつては、第１３条第１項本文の規定による請求を受理する組織の

名称及び所在地 

 八 次条第２項の規定に基づきファイル記録項目の一部若しくは第５号若しくは第６号に掲げる事項を個

人情報ファイル簿に記載しないこととするとき、又は同条第３項の規定に基づき個人情報ファイルを個

人情報ファイル簿に掲載しないこととするときは、その旨 

 九 第１３条第１項ただし書に該当するため同項本文の請求ができない個人情報ファイルにあつては、そ

の旨 

 十 他の法律又はこれに基づく命令の規定により、処理情報の内容の全部若しくは一部が免許証、許可証、

通知書その他の書類に記載され、これらが既に処理情報の本人に交付されているとき、処理情報の内容

の全部若しくは一部が公表され若しくは閲覧に供されているとき、処理情報の本人が処理情報の内容の

全部若しくは一部を知らせるべき旨の請求をすることができるとき、又は第１３条第１項本文の規定が

適用される処理情報についてその内容の全部若しくは一部の訂正、追加若しくは削除（以下「訂正等」

という。）に関し特別の手続が定められているときは、その旨及び当該法律又は命令の名称 

 十一 その他政令で定める事項 

２ 前項の規定は、次の各号に掲げる個人情報ファイルについては、適用しない。 

 一 国の安全、外交上の秘密その他の国の重大な利益に関する事項を記録する個人情報ファイル 

 二 犯罪の捜査、租税に関する法律の規定に基づく犯則事件の調査又は公訴の提起若しくは維持のために

作成し、又は取得する個人情報ファイル 

 三 行政機関の職員又は職員であつた者に係る個人情報ファイルであつて、専らその人事、給与若しくは

福利厚生に関する事項又はこれらに準ずる事項を記録するもの（行政機関が行う職員の採用試験に関す

る個人情報ファイルを含む。） 

 四 専ら試験的な電子計算機処理の用に供するための個人情報ファイル 

 五 前項の規定による通知に係る個人情報ファイルに記録されている処理情報の全部又は一部を記録した

個人情報ファイルであつて、そのファイル保有目的、ファイル記録項目及びファイル記録範囲が当該通

知に係るこれらの事項の範囲内のもの 

 六 １年以内に消去することとなる処理情報のみを記録する個人情報ファイル 

 七 資料その他の物品若しくは金銭の送付又は業務上必要な連絡のために利用する処理情報を記録した個

人情報ファイルであつて、送付又は連絡の相手方の氏名、住所その他の送付又は連絡に必要な事項のみ

を記録するもの 

 八 職員が単独で作成する個人情報ファイルであつて、処理情報を専ら自己の職務の遂行のために保有機

関の内部で使用するもの 

 九 職員が学術研究の用に供するためその発意に基づき作成し、又は取得する個人情報ファイルであつて、

処理情報を専ら当該学術研究の目的のために使用するもの 

 十 処理情報の本人の数が政令で定める数に満たない個人情報ファイルであつて、処理情報を保有機関以
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外の者に提供することが予定されていないもの 

 十一 第３号から前号までに掲げる個人情報ファイルに準ずるものとして政令で定める個人情報ファイル 

３ 保有機関の長（第２条第１号ロの政令で定める特別の機関にあつては、第５条第１項の政令で定める者を

いう。以下同じ。）は、第１項に規定する事項を通知した個人情報ファイルについて、当該保有機関がその

保有をやめたとき、又はその個人情報ファイルが前項第１０号に該当するに至つたときは、遅滞なく、総務

大臣に対しその旨を通知しなければならない。 

 （個人情報ファイル簿の作成及び閲覧） 

第７条 保有機関の長は、政令で定めるところにより、当該保有機関が保有している個人情報ファイル（前条

第２項各号に掲げるものを除く。）について、それぞれ同条第１項第１号から第７号まで、第９号及び第１

０号に掲げる事項を記載した帳簿（以下「個人情報ファイル簿」という。）を作成し、一般の閲覧に供しな

ければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、保有機関の長は、ファイル記録項目の一部又は前条第１項第５号若しくは第

６号に掲げる事項を個人情報ファイル簿に記載することにより、ファイル保有目的に係る事務の適正な遂行

を著しく阻害するおそれがあると認めるときは、そのファイル記録項目の一部又は事項を記載しないことが

できる。 

３ 第１項の規定にかかわらず、保有機関の長は、次の各号に掲げる事務のいずれかに使用される個人情報

ファイルについて、当該個人情報ファイルを個人情報ファイル簿に掲載することにより、ファイル保有目的

に係る事務の適正な遂行を著しく阻害するおそれがあると認めるときは、これを個人情報ファイル簿に掲載

しないことができる。 

 一 犯罪の予防に関する事務 

 二 国際捜査共助に関する事務 

 三 勾留の執行、矯正又は更生保護に関する事務 

 四 出入国の管理若しくは難民の認定又は査証に関する事務 

 五 租税の賦課又は徴収に関する事務 

 六 前各号に掲げる事務に準ずるものとして政令で定める事務 

 （個人情報ファイルの公示） 

第８条 総務大臣は、第６条第１項の規定による通知を受けた個人情報ファイルについて、少なくとも毎年１

回、同項第１号から第７号まで、第９号及び第１０号に掲げる事項を官報で公示するものとする。ただし、

同条第３項の規定による通知があつた個人情報ファイルについては、この限りでない。 

２ 前項の規定にかかわらず、総務大臣は、次の各号に掲げる個人情報ファイルについては、当該各号に掲

げるファイル記録項目の一部又は事項の公示をしないものとする。 

 一 前条第２項の規定に基づきファイル記録項目の一部又は第６条第１項第５号若しくは第６号に掲げる事

項を個人情報ファイル簿に記載しないこととされた個人情報ファイル  当該記載しないこととされたフ

ァイル記録項目の一部又は事項 

 二 前条第３項の規定に基づき個人情報ファイル簿に掲載しないこととされた個人情報ファイル  前項

に規定する事項 

３ 第１項の規定にかかわらず、総務大臣は、前回の公示後、第６条第１項の規定による変更する事項の通知

がないときは、その個人情報ファイルについては、第１項の規定による公示をしないことができる。 
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４ 総務大臣は、第１項の規定による公示を行つた個人情報ファイルについて、前回の公示後、第６条第３

項の規定による通知を受けたときは、第１項の規定による公示の際当該通知の内容を併せて公示するものと

する。 

 （処理情報の利用及び提供の制限） 

第９条 処理情報は、法律の規定に基づき、保有機関の内部において利用し、又は保有機関以外の者に提供し

なければならないときを除き、ファイル保有目的以外の目的のために利用し、又は提供してはならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、保有機関の長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、ファイル

保有目的以外の目的のために処理情報を利用し、又は提供することができる。ただし、処理情報をファイル

保有目的以外の目的のために利用し、又は提供することによつて、処理情報の本人又は第三者の権利利益を

不当に侵害するおそれがあると認められるときは、この限りでない。 

 一 処理情報の本人の同意があるとき、又は処理情報の本人に提供するとき。 

 二 保有機関が法律の定める所掌事務の遂行に必要な限度で処理情報を内部で利用する場合であつて、当

該処理情報を利用することについて相当な理由のあるとき。 

 三 保有機関以外の行政機関、地方公共団体又は独立行政法人（独立行政法人通則法（平成十一年法律第

百三号）第二条第一項に規定する独立行政法人をいう。以下同じ。）若しくは特殊法人（法律により直

接に設立された法人又は特別の法律により特別の設立行為をもつて設立された法人であつて、総務省設

置法（平成十一年法律第九十一号）第四条第十五号の規定の適用を受けるものをいう。以下同じ。）に

処理情報を提供する場合において、処理情報の提供を受ける者（以下「受領者」という。）が、法律の

定める事務又は業務の遂行に必要な限度で処理情報を使用し、かつ、当該処理情報を使用することにつ

いて相当な理由のあるとき。 

 四 前３号に掲げる場合のほか、専ら統計の作成又は学術研究の目的のために処理情報を提供するとき、

処理情報の本人以外の者に提供することが明らかに処理情報の本人の利益になるときその他処理情報を

提供することについて特別の理由のあるとき。 

３ 前項の規定は、処理情報の利用又は提供を制限する他の法律の規定の適用を妨げるものではない。 

４ 保有機関の長は、個人の権利利益を保護するため特に必要があると認めるときは、処理情報のファイル

保有目的以外の目的のための保有機関の内部における利用を特定の部局又は機関に限るものとする。 

 （受領者に対する措置要求） 

第１０条 保有機関の長は、前条第２項の規定に基づき、処理情報を同項第３号又は第４号に掲げる者に提供

する場合において、必要があると認めるときは、受領者に対し、提供に係る処理情報について、その使用目

的若しくは使用方法の制限その他必要な制限を付し、又は安全確保の措置を講ずることを求めるものとする。 

２ 前項の規定により、前条第２項第３号に掲げる者に対し制限を付し、又は必要な措置を講ずることを求

めるに当たつては、保有機関の長は、これらの者の事務又は業務の遂行を不当に阻害することのないよう留

意するものとする。 

 （個人情報の電子計算機処理等の受託者の責務） 

第１１条 第５条第１項の規定は、行政機関から個人情報の電子計算機処理等の委託を受けた者が受託した業

務を行う場合について準用する。 

 （個人情報の電子計算機処理等に従事する者の義務） 

第１２条 個人情報の電子計算機処理等を行う行政機関の職員若しくは職員であつた者又は前条の受託業務に
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従事している者若しくは従事していた者は、その業務に関して知り得た個人情報の内容をみだりに他人に知

らせ、又は不当な目的に使用してはならない。 

 

第３章 処理情報の開示及び訂正等 

 （処理情報の開示） 

第１３条 何人も、保有機関の長に対し、自己を処理情報の本人とする処理情報（個人情報ファイル簿に掲載

されていない個人情報ファイルに記録されているもの及び第７条第２項の規定に基づき個人情報ファイル簿

に記載しないこととされたファイル記録項目を除く。）について、書面により、その開示（処理情報が存在

しないときにその旨を知らせることを含む。以下同じ。）を請求することができる。ただし、学校教育法（

昭和２２年法律第２６号）に規定する学校における成績の評価又は入学者の選抜に関する事項を記録する個

人情報ファイル、病院、診療所又は助産所における診療に関する事項を記録する個人情報ファイル及び刑事

事件に係る裁判若しくは検察官、検察事務官若しくは司法警察職員が行う処分又は刑の執行に関する事項を

記録する個人情報ファイルについては、この限りでない。 

２ 未成年者又は成年被後見人の法定代理人は、本人に代わつて前項の開示の請求（以下「開示請求」とい

う。）をすることができる。 

３ 保有機関の長は、開示請求があつたときは、次条第１項に掲げる場合を除き、開示請求をした者（以下

「開示請求者」という。）に対し、書面により、当該開示請求に係る処理情報について開示をしなければな

らない。ただし、開示請求者の同意があるときは、書面以外の方法により開示をすることができる。 

 （処理情報の不開示） 

第１４条 保有機関の長は、開示請求に係る処理情報について開示をすることにより、次の各号のいずれかに

該当することとなると認める場合には、当該処理情報の全部又は一部について開示をしないことができる。 

 一 次に掲げる事務のいずれかの適正な遂行に支障を及ぼすこと。 

  イ 第７条第３項第１号から第５号までに掲げる事務 

  ロ 犯罪の捜査、租税に関する法律の規定に基づく犯則事件の調査又は公訴の提起若しくは維持に関す

る事務 

  ハ 立入検査その他の法律の規定に基づく調査権の行使に関する事務 

  ニ 学識技能に関する試験、資格等の審査、補償金、給付金等の算定その他これらに準ずる評価又は判

断に関する事務 

  ホ イからニまでに掲げる事務に準ずるものとして政令で定める事務 

 二 処理情報が第三者から取得した情報に係るものである場合において、保有機関と当該第三者との協力関

係又は信頼関係を損なうこと。 

 三 個人の生命、身体、財産その他の利益を害すること。 

２ 保有機関の長は、前項の規定に基づき処理情報の全部又は一部について開示をしない旨の決定（以下「不

開示決定」という。）をしたときは、その旨及び理由を記載した書面を開示請求者に交付しなければならな

い。 

 （開示等の期限） 

第１５条 第１３条第３項の開示又は不開示決定（以下この条において「開示等」という。）は、開示請求を

受理した日から起算して３０日以内にしなければならない。 
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２ 保有機関の長は、事務処理上の困難その他正当な理由により前項に規定する期間内に開示等をすること

ができないときは、開示等をすることができるに至つた後遅滞なくこれをすれば足りる。この場合において

、保有機関の長は、同項に規定する期間内に、開示請求者に対し、同項の期間内に開示等をすることができ

ない理由及び開示等の期限を書面により通知しなければならない。 

３ 開示請求者は、第１項に規定する期間内（前項の規定により開示等の期限が通知された場合にあつては

当該期限まで）に開示等がなされないときは、不開示決定があつたものとみなすことができる。 

 （手数料等） 

第１６条 開示請求をする者は、政令で定めるところにより、手数料を納付しなければならない。 

２ 開示請求をする者は、政令で定める場合を除き、前項の手数料のほか郵送料を納付して、第１３条第３

項の書面の送付を請求することができる。 

 （処理情報の訂正等） 

第１７条 保有機関の長は、第１３条第３項の規定による開示を受けた者から、書面により、開示に係る処理

情報の訂正等の申出があつたときは、申出に係る処理情報の内容の訂正等に関して他の法律又はこれに基づ

く命令の規定により特別の手続が定められている場合を除き、ファイル保有目的の達成に必要な範囲内にお

いて遅滞なく調査を行い、その結果を申出をした者に対し、書面で通知するものとする。 

２ 前項の規定に基づき訂正等の申出をした者は、同項の通知の内容に不服があるときは、保有機関の長に

対し、再調査の申出をすることができる。 

３ 第１項の規定は、前項の申出があつた場合について準用する。 

 （政令への委任） 

第１８条 第１３条第１項、第１４条第２項、第１５条第２項及び前条第１項の書面の記載事項、第１３条第

２項の規定による法定代理人の開示請求に必要な書類、開示請求者が開示請求に係る処理情報の本人である

ことを確認するために必要な手続その他開示請求、開示の方法及び処理情報の訂正等に関し必要な事項は、

政令で定める。 

 （他の法律との関係） 

第１９条 他の法律又はこれに基づく命令の規定により、処理情報の内容の全部若しくは一部が免許証、許可

証、通知書その他の書類に記載されこれらが既に処理情報の本人に交付されているとき、処理情報の内容の

全部若しくは一部が公表され若しくは閲覧に供されているとき、又は処理情報の本人が処理情報の内容の全

部若しくは一部を知らせるべき旨の請求をすることができるときは、当該全部又は一部の処理情報について

は、第１３条第１項本文の規定を適用しない。 

 

第４章 雑則 

 （苦情処理） 

第２０条 保有機関の長は、処理情報の利用、提供若しくは開示又は処理情報の訂正等の申出に係る苦情その

他処理情報の取扱いに関する苦情の適切かつ迅速な処理に努めるものとする。 

 （資料の提出及び説明の要求） 

第２１条 総務大臣は、行政機関における個人情報の電子計算機処理等に関する事務の実施状況について必要

があると認めるときは、行政機関の長に対し資料の提出及び説明を求めることができる。 

 （意見の陳述） 
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第２２条 総務大臣は、この法律の目的を達成するため必要があると認めるときは、行政機関の保有する電子

計算機処理に係る個人情報の取扱いに関し、行政機関の長に対し意見を述べることができる。 

 （権限又は事務の委任） 

第２３条 保有機関の長は、政令（内閣の所轄の下に置かれる機関にあつては、当該機関の命令）で定めると

ころにより、第９条第２項、第１０条第１項、第１３条、第１４条、第１５条第２項及び第１７条第１項に

規定する権限又は事務を当該保有機関の職員に委任することができる。 

 （政令への委任） 

第２４条 この法律に定めるもののほか、この法律の実施のため必要な事項は、政令で定める。 

 （罰則） 

第２５条 偽りその他不正の手段により、第１３条第３項の規定による開示を受けた者は、１０万円以下の過

料に処する。 

 （地方公共団体の施策） 

第２６条 地方公共団体は、個人情報の電子計算機処理等を行う場合には、この法律の規定に基づく国の施策

に留意しつつ、個人情報の適切な取扱いを確保するため必要な施策を策定し、及びこれを実施するよう努め

なければならない。 

 （独立行政法人及び特殊法人の講ずる措置） 

第２７条 独立行政法人及び特殊法人は、個人情報の電子計算機処理等を行う場合には、この法律の規定に基

づく国の施策に留意しつつ、個人情報の適切な取扱いを確保するため必要な措置を講ずるよう努めなければ

ならない。 

 

附 則 

 （施行期日） 

第１条 この法律は、公布の日から起算して１年を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。た

だし、第３章及び第２３条（同条中第９条第２項及び第１０条第１項に係る部分を除く。）の規定は、公布

の日から起算して２年を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。 

（本文の規定は、平成元年政令第２５９号で同年１０月１日から施行。ただし書の規定は、平成２年政令

第２４１号で同年１０月１日から施行。） 

 （経過措置） 

第２条 この法律の施行の際現に行政機関が保有している個人情報ファイルについての第６条第１項及び第８

条第１項の規定の適用については、第６条第１項中「保有しようとする」とあるのは「保有する」と、「あ

らかじめ」とあるのは「この法律の施行後遅滞なく」と、第８条第１項中「少なくとも毎年１回」とあるの

は「当該通知を受けた後遅滞なく」とする。 

第３条 統計法及び統計報告調整法の一部を改正する法律（昭和６３年法律第９６号。以下「改正統計法」と

いう。）附則第２条第１項に規定する既存統計報告（同条第３項の規定により既存統計報告とみなされたも

のを含む。）については、この法律の施行の日から起算して１年を経過するまでの間は、この法律の規定は、

適用しない。この場合における前条の規定の適用については、「この法律の施行後遅滞なく」とあるのは、

「この法律の施行の日から起算して１年を経過した後遅滞なく」とする。 

２ 改正統計法附則第２条第１項の規定による届出のあつた統計報告（専ら統計を作成するために用いられる
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事項に係る部分に限る。）については、この法律の規定は、適用しない。 

 

附 則（平成11年12月８日法律第151号）抄 

 （施行期日） 

第１条 この法律は、平成１２年４月１日から施行する。〔後略〕 

第４条  この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

 

附 則（平成11年12月22日法律第160号）抄 

 （施行期日） 

第１条 この法律（〔中略〕）は、平成１３年１月６日から施行する。〔後略〕 
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個人情報の保護に関する法律案（平成13年３月27日第151回国会提出） 
 
 
 
 
目次 
 第一章 総則（第一条・第二条） 
第二章 基本原則（第三条－第八条） 
第三章 国及び地方公共団体の責務等（第九条－第十一条） 
第四章 個人情報の保護に関する施策等 
  第一節 個人情報の保護に関する基本方針（第十二条） 
  第二節 国の施策（第十三条－第十五条） 
  第三節 地方公共団体の施策（第十六条－第十八条） 
  第四節 国及び地方公共団体の協力（第十九条） 
第五章 個人情報取扱事業者の義務等 
  第一節 個人情報取扱事業者の義務（第二十条－第四十一条） 
  第二節 民間団体による個人情報の保護の推進（第四十二条－第五十四条） 
第六章 雑則（第五十五条－第六十条） 
第七章 罰則（第六十一条－第六十四条） 
附則 
 
   第一章 総則  
 （目的） 
第一条 この法律は、高度情報通信社会の進展に伴い個人情報の利用が著しく拡大していることに
かんがみ、個人情報の適正な取扱いに関し、基本原則及び政府による基本方針の作成その他の個
人情報の保護に関する施策の基本となる事項を定め、国及び地方公共団体の責務等を明らかにす
るとともに、個人情報を取り扱う事業者の遵守すべき義務等を定めることにより、個人情報の有
用性に配慮しつつ、個人の権利利益を保護することを目的とする。 
 （定義） 
第二条 この法律において「個人情報」とは、生存する個人に関する情報であって、当該情報に含
まれる氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別することができるもの（他の情報
と容易に照合することができ、それにより特定の個人を識別することができることとなるものを
含む。）をいう。 

２ この法律において「個人情報データベース等」とは、個人情報を含む情報の集合物であって、
次に掲げるものをいう。 
 一 特定の個人情報を電子計算機を用いて検索することができるように体系的に構成したもの 
 二 前号に掲げるもののほか、特定の個人情報を容易に検索することができるように体系的に構

成したものとして政令で定めるもの 
３ この法律において「個人情報取扱事業者」とは、個人情報データベース等を事業の用に供して
いる者をいう。ただし、次に掲げる者を除く。 
 一 国の機関 
 二 地方公共団体 
 三 独立行政法人（独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第二条第一項に規定する独

立行政法人をいう。以下同じ。）のうち別に法律で定めるもの 
 四 特殊法人（法律により直接に設立された法人又は特別の法律により特別の設立行為をもって

設立された法人であって、総務省設置法（平成十一年法律第九十一号）第四条第十五号の規定
の適用を受けるものをいう。以下同じ。）のうち別に法律で定めるもの 

 五 その取り扱う個人情報の量及び利用方法からみて個人の権利利益を害するおそれが少ないも
のとして政令で定める者 

４ この法律において「個人データ」とは、個人情報データベース等を構成する個人情報をいう。 
５ この法律において「保有個人データ」とは、個人情報取扱事業者が、開示、内容の訂正、追加

第 151 回国会及び第 152 回国会において継
続審議。現在、第 153 回国会において審議
中
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又は削除、利用の停止、消去及び第三者への提供の停止を行うことのできる権限を有する個人デ
ータであって、その存否が明らかになることにより公益その他の利益が害されるものとして政令
で定めるもの又は一年以内の政令で定める期間以内に消去することとなるもの以外のものをい
う。 
６ この法律において個人情報について「本人」とは、個人情報によって識別される特定の個人を
いう。 
 
   第二章 基本原則 
第三条 個人情報が個人の人格尊重の理念の下に慎重に取り扱われるべきものであることにかんが
み、個人情報を取り扱う者は、次条から第八条までに規定する基本原則にのっとり、個人情報の
適正な取扱いに努めなければならない。 
 （利用目的による制限） 
第四条 個人情報は、その利用の目的が明確にされるとともに、当該目的の達成に必要な範囲内で
取り扱われなければならない。 
 （適正な取得） 
第五条 個人情報は、適法かつ適正な方法で取得されなければならない。 
 （正確性の確保） 
第六条 個人情報は、その利用の目的の達成に必要な範囲内で正確かつ最新の内容に保たれなけれ
ばならない。 
 （安全性の確保） 
第七条 個人情報の取扱いに当たっては、漏えい、滅失又はき損の防止その他の安全管理のために
必要かつ適切な措置が講じられるよう配慮されなければならない。 
 （透明性の確保） 
第八条 個人情報の取扱いに当たっては、本人が適切に関与し得るよう配慮されなければならな
い。 
 
   第三章 国及び地方公共団体の責務等 
 （国の責務） 
第九条 国は、この法律の趣旨にのっとり、個人情報の適正な取扱いを確保するために必要な施策
を総合的に策定し、及びこれを実施する責務を有する。 
 （地方公共団体の責務） 
第十条 地方公共団体は、この法律の趣旨にのっとり、その地方公共団体の区域の特性に応じて、
個人情報の適正な取扱いを確保するために必要な施策を策定し、及びこれを実施する責務を有す
る。 
 （法制上の措置等） 
第十一条 政府は、国の行政機関について、その保有する個人情報の性質、当該個人情報を保有す
る目的等を勘案し、その保有する個人情報の適正な取扱いが確保されるよう法制上の措置その他
必要な措置を講ずるものとする。 
２ 政府は、独立行政法人及び特殊法人について、その性格及び業務内容に応じ、その保有する個
人情報の適正な取扱いが確保されるよう法制上の措置その他必要な措置を講ずるものとする。 
３ 政府は、前二項に定めるもののほか、個人情報の性質及び利用方法にかんがみ、個人の権利利
益の一層の保護を図るため特にその適正な取扱いの厳格な実施を確保する必要がある個人情報に
ついて、保護のための格別の措置が講じられるよう必要な法制上の措置その他の措置を講ずるも
のとする。 
 
   第四章 個人情報の保護に関する施策等 
    第一節 個人情報の保護に関する基本方針 
第十二条 政府は、個人情報の保護に関する施策の総合的かつ一体的な推進を図るため、個人情報
の保護に関する基本方針（以下「基本方針」という。）を定めなければならない。 
２ 基本方針は、次に掲げる事項について定めるものとする。 
 一 個人情報の保護に関する施策の推進に関する基本的な方向 
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 二 国が講ずべき個人情報の保護のための措置に関する事項 
 三 地方公共団体が講ずべき個人情報の保護のための措置に関する基本的な事項 
 四 独立行政法人及び特殊法人が講ずべき個人情報の保護のための措置に関する基本的な事項 
 五 個人情報取扱事業者及び第四十五条第一項に規定する認定個人情報保護団体が講ずべき個人

情報の保護のための措置に関する基本的な事項 
 六 個人情報の取扱いに関する苦情の円滑な処理に関する事項 
 七 その他個人情報の保護に関する施策の推進に関する重要事項 
３ 内閣総理大臣は、国民生活審議会の意見を聴いて、基本方針の案を作成し、閣議の決定を求め
なければならない。 
４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、基本方針を公表し
なければならない。 
５ 前二項の規定は、基本方針の変更について準用する。 
 
    第二節 国の施策 
 （地方公共団体等への支援） 
第十三条 国は、地方公共団体が策定し、又は実施する個人情報の保護に関する施策及び国民又は
事業者等が個人情報の適正な取扱いの確保に関して行う活動を支援するため、情報の提供、事業
者等が講ずべき措置の適切かつ有効な実施を図るための指針の策定その他の必要な措置を講ずる
ものとする。 
 （苦情処理のための措置） 
第十四条 国は、個人情報の取扱いに関し事業者と本人との間に生じた苦情の適切かつ迅速な処理
を図るために必要な措置を講ずるものとする。 
 （個人情報の適正な取扱いを確保するための措置） 
第十五条 国は、地方公共団体との適切な役割分担を通じ、次章に規定する個人情報取扱事業者に
よる個人情報の適正な取扱いを確保するために必要な措置を講ずるものとする。 
 
    第三節 地方公共団体の施策 
 （保有する個人情報の保護） 
第十六条 地方公共団体は、その保有する個人情報の性質、当該個人情報を保有する目的等を勘案
し、その保有する個人情報の適正な取扱いが確保されるよう必要な措置を講ずることに努めなけ
ればならない。 
 （区域内の事業者等への支援） 
第十七条 地方公共団体は、個人情報の適正な取扱いを確保するため、その区域内の事業者及び住
民に対する支援に必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 
 （苦情の処理のあっせん等） 
第十八条 地方公共団体は、個人情報の取扱いに関し事業者と本人との間に生じた苦情が適切かつ
迅速に処理されるようにするため、苦情の処理のあっせんその他必要な措置を講ずるよう努めな
ければならない。 
    第四節 国及び地方公共団体の協力 
第十九条 国及び地方公共団体は、個人情報の保護に関する施策を講ずるにつき、相協力するもの
とする。 
 
   第五章 個人情報取扱事業者の義務等 
    第一節 個人情報取扱事業者の義務 
 （利用目的の特定） 
第二十条 個人情報取扱事業者は、個人情報を取り扱うに当たっては、その利用の目的（以下「利
用目的」という。）をできる限り特定しなければならない。 
２ 個人情報取扱事業者は、利用目的を変更する場合には、変更前の利用目的と相当の関連性を有
すると合理的に認められる範囲を超えて行ってはならない。 
 （利用目的による制限） 
第二十一条 個人情報取扱事業者は、あらかじめ本人の同意を得ないで、前条の規定により特定さ
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れた利用目的の達成に必要な範囲を超えて、個人情報を取り扱ってはならない。 
２ 個人情報取扱事業者は、合併その他の事由により他の個人情報取扱事業者から事業を承継する
ことに伴って個人情報を取得した場合は、あらかじめ本人の同意を得ないで、承継前における当
該個人情報の利用目的の達成に必要な範囲を超えて、当該個人情報を取り扱ってはならない。 
３ 前二項の規定は、次に掲げる場合については、適用しない。 
 一 法令に基づく場合 
 二 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得ることが

困難であるとき。 
 三 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、本人の

同意を得ることが困難であるとき。 
 四 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行すること

に対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることにより当該事務の遂行に支
障を及ぼすおそれがあるとき。 

 （適正な取得） 
第二十二条 個人情報取扱事業者は、偽りその他不正の手段により個人情報を取得してはならな
い。 
 （取得に際しての利用目的の通知等） 
第二十三条 個人情報取扱事業者は、個人情報を取得した場合は、あらかじめその利用目的を公表
している場合を除き、速やかに、その利用目的を、本人に通知し、又は公表しなければならな
い。 
２ 個人情報取扱事業者は、前項の規定にかかわらず、本人との間で契約を締結することに伴って
契約書その他の書面（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができな
い方式で作られる記録を含む。以下この項において同じ。）に記載された当該本人の個人情報を
取得する場合その他本人から直接書面に記載された当該本人の個人情報を取得する場合は、あら
かじめ、本人に対し、その利用目的を明示しなければならない。ただし、人の生命、身体又は財
産の保護のために緊急に必要がある場合は、この限りでない。 
３ 個人情報取扱事業者は、利用目的を変更した場合は、変更された利用目的について、本人に通
知し、又は公表しなければならない。 
４ 前三項の規定は、次に掲げる場合については、適用しない。 
 一 利用目的を本人に通知し、又は公表することにより本人又は第三者の生命、身体、財産その

他の権利利益を害するおそれがある場合 
 二 利用目的を本人に通知し、又は公表することにより当該個人情報取扱事業者の権利又は正当

な利益を害するおそれがある場合 
 三 国の機関又は地方公共団体が法令の定める事務を遂行することに対して協力する必要がある

場合であって、利用目的を本人に通知し、又は公表することにより当該事務の遂行に支障を及
ぼすおそれがあるとき。 

 四 取得の状況からみて利用目的が明らかであると認められる場合 
 （データ内容の正確性の確保） 
第二十四条 個人情報取扱事業者は、利用目的の達成に必要な範囲内において、個人データを正確
かつ最新の内容に保つよう努めなければならない。 
 （安全管理措置） 
第二十五条 個人情報取扱事業者は、その取り扱う個人データの漏えい、滅失又はき損の防止その
他の個人データの安全管理のために必要かつ適切な措置を講じなければならない。 
 （従業者の監督） 
第二十六条 個人情報取扱事業者は、その従業者に個人データを取り扱わせるに当たっては、当該
個人データの安全管理が図られるよう、当該従業者に対する必要かつ適切な監督を行わなければ
ならない。 
 （委託先の監督） 
第二十七条 個人情報取扱事業者は、個人データの取扱いの全部又は一部を委託する場合は、その
取扱いを委託された個人データの安全管理が図られるよう、委託を受けた者に対する必要かつ適
切な監督を行わなければならない。 
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 （第三者提供の制限） 
第二十八条 個人情報取扱事業者は、次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ本人の同意を得ない
で、個人データを第三者に提供してはならない。 
 一 法令に基づく場合 
 二 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得ることが

困難であるとき。 
 三 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、本人の

同意を得ることが困難であるとき。 
 四 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行すること

に対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることにより当該事務の遂行に支
障を及ぼすおそれがあるとき。 

２ 個人情報取扱事業者は、第三者に提供される個人データについて、本人の求めに応じて当該本
人が識別される個人データの第三者への提供を停止することとしている場合であって、次の各号
に掲げる事項について、あらかじめ、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置いてい
るときは、前項の規定にかかわらず、当該個人データを第三者に提供することができる。 
 一 第三者への提供を利用目的とすること。 
 二 第三者に提供される個人データの項目 
 三 第三者への提供の手段又は方法 
 四 本人の求めに応じて当該本人が識別される個人データの第三者への提供を停止すること。 
３ 個人情報取扱事業者は、前項第二号又は第三号に掲げる事項を変更する場合は、変更する内容
について、あらかじめ、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置かなければならな
い。 
４ 次の各号に掲げる場合において、当該個人データの提供を受ける者は、前三項の規定の適用に
ついては、第三者に該当しないものとする。 
 一 個人情報取扱事業者が利用目的の達成に必要な範囲内において個人データの取扱いの全部又

は一部を委託する場合 
 二 合併その他の事由による事業の承継に伴って個人データが提供される場合 
 三 個人データを特定の者との間で共同して利用する場合であって、その旨並びに共同して利用

される個人データの項目、共同して利用する者の範囲、利用する者の利用目的及び当該個人デ
ータの管理について責任を有する者の氏名又は名称について、あらかじめ、本人に通知し、又
は本人が容易に知り得る状態に置いているとき。 

５ 個人情報取扱事業者は、前項第三号に規定する利用する者の利用目的又は個人データの管理に
ついて責任を有する者の氏名若しくは名称を変更する場合は、変更する内容について、あらかじ
め、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置かなければならない。 
 （保有個人データに関する事項の公表等） 
第二十九条 個人情報取扱事業者は、保有個人データに関し、次の各号に掲げる事項について、本
人の知り得る状態（本人の求めに応じて遅滞なく回答する場合を含む。）に置かなければならな
い。 
 一 当該個人情報取扱事業者の氏名又は名称 
 二 すべての保有個人データの利用目的（第二十三条第四項第一号から第三号までに該当する場

合を除く。） 
 三 次項、次条第一項、第三十一条第一項又は第三十二条第一項若しくは第二項の規定による求

めに応じる手続（第三十五条第二項の規定により手数料の額を定めたときは、その手数料の額
を含む。） 

 四 前三号に掲げるもののほか、保有個人データの適正な取扱いの確保に関し必要な事項として
政令で定めるもの 

２ 個人情報取扱事業者は、本人から、当該本人が識別される保有個人データの利用目的の通知を
求められたときは、本人に対し、遅滞なく、これを通知しなければならない。ただし、次の各号
のいずれかに該当する場合は、この限りでない。 
 一 前項の規定により当該本人が識別される保有個人データの利用目的が明らかな場合 
 二 第二十三条第四項第一号から第三号までに該当する場合 
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３ 個人情報取扱事業者は、前項の規定に基づき求められた保有個人データの利用目的を通知しな
い旨の決定をしたときは、本人に対し、遅滞なく、その旨を通知しなければならない。 
（開示） 

第三十条 個人情報取扱事業者は、本人から、当該本人が識別される保有個人データの開示（当該
本人が識別される保有個人データが存在しないときにその旨を知らせることを含む。以下同
じ。）を求められたときは、本人に対し、政令で定める方法により、遅滞なく、当該保有個人デ
ータを開示しなければならない。ただし、開示することにより次の各号のいずれかに該当する場
合は、その全部又は一部を開示しないことができる。 
 一 本人又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれがある場合 
 二 当該個人情報取扱事業者の業務の適正な実施に著しい支障を及ぼすおそれがある場合 
 三 他の法令に違反することとなる場合 
２ 個人情報取扱事業者は、前項の規定に基づき求められた保有個人データの全部又は一部につい
て開示しない旨の決定をしたときは、本人に対し、遅滞なく、その旨を通知しなければならな
い。 
３ 他の法令の規定により、本人に対し第一項本文に規定する方法に相当する方法により当該本人
が識別される保有個人データの全部又は一部を開示することとされている場合には、当該全部又
は一部の保有個人データについては、同項の規定は適用しない。 
（訂正等） 
第三十一条 個人情報取扱事業者は、本人から、当該本人が識別される保有個人データの内容が事
実でないという理由によって当該保有個人データの内容の訂正、追加又は削除（以下この条にお
いて「訂正等」という。）を求められた場合には、その内容の訂正等に関して他の法令の規定に
より特別の手続が定められている場合を除き、利用目的の達成に必要な範囲内において、遅滞な
く必要な調査を行い、その結果に基づき、当該保有個人データの内容の訂正等を行わなければな
らない。 
２ 個人情報取扱事業者は、前項の規定に基づき求められた保有個人データの内容の全部若しくは
一部について訂正等を行ったとき又は訂正等を行わない旨の決定をしたときは、本人に対し、遅
滞なく、その旨（訂正等を行ったときは、その内容を含む。）を通知しなければならない。 
 （利用停止等） 
第三十二条 個人情報取扱事業者は、本人から、当該本人が識別される保有個人データが第二十一
条の規定に違反して取り扱われているという理由又は第二十二条の規定に違反して取得されたも
のであるという理由によって、当該保有個人データの利用の停止又は消去（以下この条において
「利用停止等」という。）を求められた場合であって、その求めに理由があることが判明したと
きは、違反を是正するために必要な限度で、遅滞なく、当該保有個人データの利用停止等を行わ
なければならない。ただし、当該保有個人データの利用停止等に多額の費用を要する場合その他
の利用停止等を行うことが困難な場合であって、本人の権利利益を保護するため必要なこれに代
わるべき措置をとるときは、この限りでない。 
２ 個人情報取扱事業者は、本人から、当該本人が識別される保有個人データが第二十八条第一項
の規定に違反して第三者に提供されているという理由によって、当該保有個人データの第三者へ
の提供の停止を求められた場合であって、その求めに理由があることが判明したときは、遅滞な
く、当該保有個人データの第三者への提供を停止しなければならない。ただし、当該保有個人デ
ータの第三者への提供の停止に多額の費用を要する場合その他の第三者への提供を停止すること
が困難な場合であって、本人の権利利益を保護するため必要なこれに代わるべき措置をとるとき
は、この限りでない。 
３ 個人情報取扱事業者は、第一項の規定に基づき求められた保有個人データの全部若しくは一部
について利用停止等を行ったとき若しくは利用停止等を行わない旨の決定をしたとき、又は前項
の規定に基づき求められた保有個人データの全部若しくは一部について第三者への提供を停止し
たとき若しくは第三者への提供を停止しない旨の決定をしたときは、本人に対し、遅滞なく、そ
の旨を通知しなければならない。 
 （理由の説明） 
第三十三条 個人情報取扱事業者は、第二十九条第三項、第三十条第二項、第三十一条第二項又は
前条第三項の規定により、本人から求められた措置の全部又は一部について、その措置をとらな
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い旨を通知する場合又はその措置と異なる措置をとる旨を通知する場合は、本人に対し、その理
由を説明するよう努めなければならない。 
 （開示等の求めに応じる手続） 
第三十四条 個人情報取扱事業者は、第二十九条第二項、第三十条第一項、第三十一条第一項又は
第三十二条第一項若しくは第二項の規定に基づく求め（以下この条において「開示等の求め」と
いう。）に関し、政令で定めるところにより、その求めを受け付ける方法を定めることができ
る。この場合において、本人は、当該方法に従って、開示等の求めを行わなければならない。 
２ 個人情報取扱事業者は、本人に対し、開示等の求めに関し、その対象となる保有個人データを
特定するに足りる事項の提示を求めることができる。この場合において、個人情報取扱事業者
は、本人が容易かつ的確に開示等の求めをすることができるよう、当該保有個人データの特定に
資する情報の提供その他本人の利便を考慮した適切な措置をとらなければならない。 
３ 開示等の求めは、政令で定めるところにより、代理人によってすることができる。 
４ 個人情報取扱事業者は、前三項の規定に基づき開示等の求めに応じる手続を定めるに当たって
は、本人に過重な負担を課するものとならないよう配慮しなければならない。 
 （手数料） 
第三十五条 個人情報取扱事業者は、第二十九条第二項の規定による利用目的の通知又は第三十条
第一項の規定による開示を求められたときは、当該措置の実施に関し、手数料を徴収することが
できる。 
２ 個人情報取扱事業者は、前項の規定により手数料を徴収する場合は、実費を勘案して合理的で
あると認められる範囲内において、その手数料の額を定めなければならない。 
 （個人情報取扱事業者による苦情の処理） 
第三十六条 個人情報取扱事業者は、個人情報の取扱いに関する苦情の適切かつ迅速な処理に努め
なければならない。 
２ 個人情報取扱事業者は、前項の目的を達成するために必要な体制の整備に努めなければならな
い。 
 （報告の徴収） 
第三十七条 主務大臣は、この節の規定の施行に必要な限度において、個人情報取扱事業者に対
し、個人情報の取扱いに関し報告をさせることができる。 
 （助言） 
第三十八条 主務大臣は、この節の規定の施行に必要な限度において、個人情報取扱事業者に対
し、個人情報の取扱いに関し必要な助言をすることができる。 
 （勧告及び命令） 
第三十九条 主務大臣は、個人情報取扱事業者が第二十一条から第二十三条まで、第二十五条から
第三十二条まで又は第三十五条第二項の規定に違反した場合において個人の権利利益を保護する
ため必要があると認めるときは、当該個人情報取扱事業者に対し、当該違反行為の中止その他違
反を是正するために必要な措置をとるべき旨を勧告することができる。 
２ 主務大臣は、前項の規定による勧告を受けた個人情報取扱事業者が正当な理由がなくてその勧
告に係る措置をとらなかった場合において個人の重大な権利利益の侵害が切迫していると認める
ときは、当該個人情報取扱事業者に対し、その勧告に係る措置をとるべきことを命ずることがで
きる。 
３ 主務大臣は、前二項の規定にかかわらず、個人情報取扱事業者が第二十一条、第二十二条、第
二十五条から第二十七条まで又は第二十八条第一項の規定に違反した場合において個人の重大な
権利利益を害する事実があるため緊急に措置をとる必要があると認めるときは、当該個人情報取
扱事業者に対し、当該違反行為の中止その他違反を是正するために必要な措置をとるべきことを
命ずることができる。 
 （配慮義務） 
第四十条 主務大臣は、前三条の規定により個人情報取扱事業者に対し報告の徴収、助言、勧告又
は命令を行う場合においては、表現の自由、学問の自由、信教の自由及び政治活動の自由を妨げ
ることがないよう配慮しなければならない。 
    （主務大臣） 
第四十一条 この節の規定における主務大臣は、次のとおりとする。ただし、内閣総理大臣は、こ



 57 

の節の規定の円滑な実施のため必要があると認める場合は、個人情報取扱事業者が行う個人情報
の取扱いのうち特定のものについて、特定の大臣又は国家公安委員会（以下「大臣等」とい
う。）を主務大臣に指定することができる。 
    一 個人情報取扱事業者が行う個人情報の取扱いのうち雇用管理に関するものについては、厚生
労働大臣（船員の雇用管理に関するものについては、国土交通大臣）及び当該個人情報取扱事
業者が行う事業を所管する大臣等 

 二 個人情報取扱事業者が行う個人情報の取扱いのうち前号に掲げるもの以外のものについて
は、当該個人情報取扱事業者が行う事業を所管する大臣等 

２ 内閣総理大臣は、前項ただし書の規定により主務大臣を指定したときは、その旨を公示しなけ
ればならない。 
３ 各主務大臣は、この節の規定の施行に当たっては、相互に緊密に連絡し、及び協力しなければ
ならない。 
 
    第二節 民間団体による個人情報の保護の推進 
 （認定） 
第四十二条 個人情報取扱事業者の個人情報の適正な取扱いの確保を目的として次の各号に掲げる
業務を行おうとする法人（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものを含む。次条第
三号ロにおいて同じ。）は、主務大臣の認定を受けることができる。 
 一 業務の対象となる個人情報取扱事業者（以下「対象事業者」という。）の個人情報の取扱い
に関する 第四十七条の規定による苦情の処理 

 二 個人情報の適正な取扱いの確保に寄与する事項についての対象事業者に対する情報の提供 
 三 前二号に掲げるもののほか、対象事業者の個人情報の適正な取扱いの確保に関し必要な業務 
２ 前項の認定を受けようとする者は、政令で定めるところにより、主務大臣に申請しなければな
らない。 
３ 主務大臣は、第一項の認定をしたときは、その旨を公示しなければならない。 
 （欠格条項） 
第四十三条 次の各号のいずれかに該当する者は、前条第一項の認定を受けることができない。 
 一 この法律の規定により刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなっ

た日から 二年を経過しない者 
 二 第五十三条第一項の規定により認定を取り消され、その取消しの日から二年を経過しない者 
 三 その業務を行う役員（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものの代表者又は管

理人を含む。以下この条において同じ。）のうちに、次のいずれかに該当する者があるもの 
  イ 禁錮以上の刑に処せられ、又はこの法律の規定により刑に処せられ、その執行を終わり、

又は執行を受けることがなくなった日から二年を経過しない者 
  ロ 第五十三条第一項の規定により認定を取り消された法人において、その取消しの日前三十

日以内にその役員であった者でその取消しの日から二年を経過しない者 
 （認定の基準） 
第四十四条 主務大臣は、第四十二条第一項の認定の申請が次の各号のいずれにも適合していると
認めるときでなければ、その認定をしてはならない。 
 一 第四十二条第一項各号に掲げる業務を適正かつ確実に行うに必要な業務の実施の方法が定め

られているものであること。 
 二 第四十二条第一項各号に掲げる業務を適正かつ確実に行うに足りる知識及び能力並びに経理

的基礎を有するものであること。 
 三 第四十二条第一項各号に掲げる業務以外の業務を行っている場合には、その業務を行うこと

によって同項各号に掲げる業務が不公正になるおそれがないものであること。 
 （廃止の届出） 
第四十五条 第四十二条第一項の認定を受けた者（以下「認定個人情報保護団体」という。）は、
その認定に係る業務（以下「認定業務」という。）を廃止しようとするときは、政令で定めると
ころにより、あらかじめ、その旨を主務大臣に届け出なければならない。 
２ 主務大臣は、前項の規定による届出があったときは、その旨を公示しなければならない。 
 （対象事業者） 



 58 

第四十六条 認定個人情報保護団体は、当該認定個人情報保護団体の構成員である個人情報取扱事
業者又は認定業務の対象となることについて同意を得た個人情報取扱事業者を対象事業者としな
ければならない。 
２ 認定個人情報保護団体は、対象事業者の氏名又は名称を公表しなければならない。 
 （苦情の処理） 
第四十七条 認定個人情報保護団体は、本人等から対象事業者の個人情報の取扱いに関する苦情に
ついて解決の申出があったときは、その相談に応じ、申出人に必要な助言をし、その苦情に係る
事情を調査するとともに、当該対象事業者に対し、その苦情の内容を通知してその迅速な解決を
求めなければならない。 
２ 認定個人情報保護団体は、前項の申出に係る苦情の解決について必要があると認めるときは、
当該対象事業者に対し、文書若しくは口頭による説明を求め、又は資料の提出を求めることがで
きる。 
３ 対象事業者は、認定個人情報保護団体から前項の規定による求めがあったときは、正当な理由
がないのに、これを拒んではならない。 
 （個人情報保護指針） 
第四十八条 認定個人情報保護団体は、対象事業者の個人情報の適正な取扱いの確保のために、利
用目的の特定、安全管理のための措置、本人の求めに応じる手続その他の事項に関し、この法律
の規定の趣旨に沿った指針（以下「個人情報保護指針」という。）を作成し、公表するよう努め
なければならない。 
２ 認定個人情報保護団体は、前項の規定により個人情報保護指針を公表したときは、対象事業者
に対し、当該個人情報保護指針を遵守させるため必要な指導、勧告その他の措置をとるよう努め
なければならない。 
 （目的外利用の禁止） 
第四十九条 認定個人情報保護団体は、認定業務の実施に際して知り得た情報を認定業務の用に供
する目的以外に利用してはならない。 
 （名称の使用制限） 
第五十条 認定個人情報保護団体でない者は、認定個人情報保護団体という名称又はこれに紛らわ
しい名称を用いてはならない。 
 （報告の徴収） 
第五十一条 主務大臣は、この節の規定の施行に必要な限度において、認定個人情報保護団体に対
し、認定業務に関し報告をさせることができる。 
 （命令） 
第五十二条 主務大臣は、この節の規定の施行に必要な限度において、認定個人情報保護団体に対
し、認定業務の実施の方法の改善、個人情報保護指針の変更その他の必要な措置をとるべき旨を
命ずることができる。 
 （認定の取消し） 
第五十三条 主務大臣は、認定個人情報保護団体が次の各号のいずれかに該当するときは、その認
定を取り消すことができる。 
 一 第四十三条第一号又は第三号に該当するに至ったとき。 
 二 第四十四条各号のいずれかに適合しなくなったとき。 
 三 第四十九条の規定に違反したとき。 
 四 前条の命令に従わないとき。 
 五 不正の手段により第四十二条第一項の認定を受けたとき。 
２ 主務大臣は、前項の規定により認定を取り消したときは、その旨を公示しなければならない。 
 （主務大臣） 
第五十四条 この節の規定における主務大臣は、次のとおりとする。ただし、内閣総理大臣は、こ
の節の規定の円滑な実施のため必要があると認める場合は、第四十二条第一項の認定を受けよう
とする者のうち特定のものについて、特定の大臣等を主務大臣に指定することができる。 
 一 設立について許可又は認可を受けている認定個人情報保護団体（第四十二条第一項の認定を
受けようとする者を含む。次号において同じ。）については、その設立の許可又は認可をした
大臣等 
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 二 前号に掲げるもの以外の認定個人情報保護団体については、当該認定個人情報保護団体の対
象事業者が行う事業を所管する大臣等 

２ 内閣総理大臣は、前項ただし書の規定により主務大臣を指定したときは、その旨を公示しなけ
ればならない。 
 
   第六章 雑則 
 （適用除外） 
第五十五条 個人情報取扱事業者のうち次の各号に掲げる者については、前章の規定は適用しな
い。ただし、次の各号に掲げる者が、専ら当該各号に掲げる目的以外の目的で個人情報を取り扱
う場合は、この限りでない。 
 一 放送機関、新聞社、通信社その他の報道機関 報道の用に供する目的 
 二 大学その他の学術研究を目的とする機関若しくは団体又はそれらに属する者 学術研究の用

に供する目的 
 三 宗教団体 宗教活動（これに付随する活動を含む。）の用に供する目的 
 四 政治団体 政治活動（これに付随する活動を含む。）の用に供する目的 
２ 前項各号に掲げる個人情報取扱事業者は、個人データの安全管理のために必要かつ適切な措
置、個人情報の取扱いに関する苦情の処理その他の個人情報の適正な取扱いを確保するために必
要な措置を自ら講じ、かつ、当該措置の内容を公表するよう努めなければならない。 
 （地方公共団体が処理する事務） 
第五十六条 この法律に規定する主務大臣の権限に属する事務は、政令で定めるところにより、地
方公共団体の長その他の執行機関が行うこととすることができる。 
 （権限又は事務の委任） 
第五十七条 この法律により主務大臣の権限又は事務に属する事項は、政令で定めるところによ
り、その所属の職員に委任することができる。 
 （施行の状況の公表） 
第五十八条 内閣総理大臣は、関係する行政機関（法律の規定に基づき内閣に置かれる機関（内閣
府を除く。）及び内閣の所轄の下に置かれる機関、内閣府、宮内庁、内閣府設置法（平成十一年
法律第八十九号）第四十九条第一項及び第二項に規定する機関並びに国家行政組織法（昭和二十
三年法律第百二十号）第三条第二項に規定する機関をいう。次条において同じ。）の長に対し、
この法律の施行の状況について報告を求めることができる。 
２ 内閣総理大臣は、毎年度、前項の報告を取りまとめ、その概要を公表するものとする。 
 （連絡及び協力） 
第五十九条 内閣総理大臣及びこの法律の施行に関係する行政機関の長は、相互に緊密に連絡し、
及び協力しなければならない。 
 （政令への委任） 
第六十条 この法律に定めるもののほか、この法律の実施のため必要な事項は、政令で定める。 
   第七章 罰則 
第六十一条 第三十九条第二項又は第三項の規定による命令に違反した者は、六月以下の懲役又は
三十万円以下の罰金に処する。 
第六十二条 第三十七条又は第五十一条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者は、三
十万円以下の罰金に処する。 
第六十三条 法人（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものを含む。以下この項にお
いて同じ。）の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人
の業務に関して、前二条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対し
ても、各本条の罰金刑を科する。 
２ 法人でない団体について前項の規定の適用がある場合には、その代表者又は管理人が、その訴
訟行為につき法人でない団体を代表するほか、法人を被告人又は被疑者とする場合の刑事訴訟に
関する法律の規定を準用する。 
第六十四条 次の各号のいずれかに該当する者は、十万円以下の過料に処する。 
 一 第四十五条第一項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者 
 二 第五十条の規定に違反した者 
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   附 則 
 （施行期日） 
第一条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、第五章から第七章まで及び附則第二条から
第六条までの規定は、公布の日から起算して二年を超えない範囲内において政令で定める日から
施行する。 
 （本人の同意に関する経過措置） 
第二条 この法律の施行前になされた本人の個人情報の取扱いに関する同意がある場合において、
その同意が第二十条第一項の規定により特定される利用目的以外の目的で個人情報を取り扱うこ
とを認める旨の同意に相当するものであるときは、第二十一条第一項又は第二項の同意があった
ものとみなす。 
第三条 この法律の施行前になされた本人の個人情報の取扱いに関する同意がある場合において、
その同意が第二十八条第一項の規定による個人データの第三者への提供を認める旨の同意に相当
するものであるときは、同項の同意があったものとみなす。 
 （通知に関する経過措置） 
第四条 第二十八条第二項の規定により本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置かなけ
ればならない事項に相当する事項について、この法律の施行前に、本人に通知されているとき
は、当該通知は、同項の規定により行われたものとみなす。 
第五条 第二十八条第四項第三号の規定により本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置
かなければならない事項に相当する事項について、この法律の施行前に、本人に通知されている
ときは、当該通知は、同号の規定により行われたものとみなす。 
 （名称の使用制限に関する経過措置） 
第六条 この法律の施行の際現に認定個人情報保護団体という名称又はこれに紛らわしい名称を用
いている者については、第五十条の規定は、同条の規定の施行後六月間は、適用しない。 
 （法制上の措置） 
第七条 政府は、この法律の公布後一年を目途として、第十一条第一項及び第二項に規定する法制
上の措置を講ずるものとする。 
 （内閣府設置法の一部改正） 
第八条 内閣府設置法の一部を次のように改正する。 
  第四条第三項中第六十一号を第六十二号とし、第三十九号から第六十号までを一号ずつ繰り下
げ、第三十八号の次に次の一号を加える。 

   三十九 個人情報の保護に関する基本方針（個人情報の保護に関する法律（平成十三年法律
第   号）第十二条第一項に規定するものをいう。）の作成及び推進に関すること。 

  第十一条中「第三項第六十号」を「第三項第六十一号」に改める。 
  第三十八条第一項第一号中「並びに市民活動の促進」を「、市民活動の促進並びに個人情報の
適正な取扱いの確保」に改め、同項第三号中「（昭和四十八年法律第百二十一号）」の下に「及
び個人情報の保護に関する法律」を加える。 
  附則第一条ただし書中「第四条第三項第五十三号」を「第四条第三項第五十四号」に改める。 
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独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律案の対象法人 

 

 

 
独 
立 
行 
政 
法 
人

【60】 
す 
べ 
て 
対 
象 

【理事長等任命又は政府出資がある】 60法人 

国立公文書館、駐留軍等労働者労務管理機構、通信総合研究所、消防研究所、統計センター、 
酒類総合研究所、国立特殊教育総合研究所、国立オリンピック記念青少年総合センター、 
大学入試センター、国立女性教育会館、国立青年の家、国立少年自然の家、国立国語研究所、 
国立科学博物館、物質・材料研究機構、防災科学技術研究所、航空宇宙技術研究所、 
放射線医学総合研究所、国立美術館、国立博物館、文化財研究所、国立健康・栄養研究所、 
産業安全研究所、産業医学総合研究所、農林水産消費技術センター、種苗管理センター、 
家畜改良センター、肥飼料検査所、農薬検査所、農業者大学校、林木育種センター、水産大学校、 
さけ・ます資源管理センター、農業技術研究機構、農業生物資源研究所、農業環境技術研究所、 
農業工学研究所、食品総合研究所、国際農林水産業研究センター、水産総合研究センター、 
森林総合研究所、経済産業研究所、工業所有権総合情報館、日本貿易保険、産業技術総合研究所、 
製品評価技術基盤機構、土木研究所、建築研究所、交通安全環境研究所、海上技術安全研究所、 
港湾空港技術研究所、電子航法研究所、北海道開発土木研究所、海技大学校、航海訓練所、海員学校、
航空大学校、自動車検査独立行政法人、国立環境研究所、教員研修センター 

 

 
 
特 
殊 
法 
人 
【77】 

 
う 
ち 
対 
象 
法 
人 
６１ 

【理事長等任命又は政府出資がある】 55法人 

〈公団〉 水資源開発公団、地域振興整備公団、緑資源公団、石油公団、日本鉄道建設公団、 
新東京国際空港公団、日本道路公団、都市基盤整備公団、首都高速道路公団、阪神高速道路公団、 
本州四国連絡橋公団 

〈事業団〉 宇宙開発事業団、科学技術振興事業団、環境事業団、国際協力事業団、 
日本私立学校振興・共済事業団、社会福祉・医療事業団、農畜産業振興事業団、 
金属鉱業事業団、中小企業総合事業団、運輸施設整備事業団、簡易保険福祉事業団、労働福祉事業団 

〈公庫〉 沖縄振興開発金融公庫、国民生活金融公庫、農林漁業金融公庫、中小企業金融公庫、 
住宅金融公庫、公営企業金融公庫 

〈特殊銀行、金庫〉 日本政策投資銀行、国際協力銀行、商工組合中央金庫 
〈その他〉 帝都高速度交通営団、北方領土問題対策協会、国民生活センター、日本原子力研究所、 
理化学研究所、核燃料サイクル開発機構、公害健康被害補償予防協会、奄美群島振興開発基金、 
国際交流基金、日本育英会、日本芸術文化振興会、日本学術振興会、放送大学学園、 
日本体育・学校健康センター、社会保険診療報酬支払基金、心身障害者福祉協会、年金資金運用基金、
農業者年金基金、日本貿易振興会、新エネルギー・産業技術総合開発機構、国際観光振興会、 
雇用・能力開発機構、日本労働研究機構 

【理事長等任命がなく、かつ政府出資がない】 １法人 
日本勤労者住宅協会 
 

【公営競技関係法人】 ５法人 
日本中央競馬会、地方競馬全国協会、日本自転車振興会、日本小型自動車振興会、（財）日本船舶振興会 

【特殊会社】 13法人 

・日本たばこ産業株式会社、電源開発株式会社、北海道旅客鉄道株式会社、東日本旅客鉄道株式会社、 
東海旅客鉄道株式会社、西日本旅客鉄道株式会社、四国旅客鉄道株式会社、九州旅客鉄道株式会社、 
日本貨物鉄道株式会社、日本電信電話株式会社、東日本電信電話株式会社、西日本電信電話株式会社 
・関西国際空港株式会社 

【共済組合等】 ２法人 
農林漁業団体職員共済組合、勤労者退職金共済機構 

【その他】 １法人 
日本放送協会 

 

       （注）       は、本法律案の対象外とされる法人を示す。 
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認 
可 
法 
人 
【81】 

 
 
う 
ち 
対 
象 
法 
人 
２４ 

【理事長等任命又は政府出資がある】 23法人 

平和祈念事業特別基金、自動車安全運転センター、総合研究開発機構、海洋科学技術センター、 
預金保険機構、日本万国博覧会記念協会、通関情報処理センター、産業基盤整備基金、 
医薬品副作用被害救済・研究振興調査機構、農林漁業信用基金、海洋水産資源開発センター、 
野菜供給安定基金、農水産業協同組合貯金保険機構、生物系特定産業技術研究推進機構、 
情報処理振興事業協会、基盤技術研究促進センター、自動車事故対策センター、空港周辺整備機構、 
海上災害防止センター、通信・放送機構、日本障害者雇用促進協会、日本下水道事業団、 
地方公務員災害補償基金 

【理事長等任命がなく、かつ政府出資がない】 12法人 

日本税理士会連合会、日本公認会計士協会、日本赤十字社、厚生年金基金連合会、石炭鉱業年金基金、
漁船保険中央会、全国農業会議所、全国農業協同組合中央会、全国中小企業団体中央会、 
日本商工会議所、全国商工会連合会、全国社会保険労務士会連合会 

 
【共済組合等】 45法人 

各省各庁等の共済組合【23】、国家公務員共済組合連合会、日本たばこ産業共済組合、 
日本鉄道共済組合、警察共済組合、公立学校共済組合、地方職員共済組合、東京都職員共済組合、 
指定都市共済組合【10】、全国市町村職員共済組合連合会、地方公務員共済組合連合会、 
都道府県議会議員共済会、市議会議員共済会、町村議会議員共済会 

【その他】 １法人 
日本銀行 

 

（民間法人化された特殊法人及び認可法人） 

特 
殊 
法 
人 
【8】 

【理事長等任命がなく、かつ政府出資がない】 ８法人 
農林中央金庫、東京中小企業投資育成株式会社、名古屋中小企業投資育成株式会社、高圧ガス保安協会、
大阪中小企業投資育成株式会社、日本電気計器検定所、消防団員等公務災害補償等共済基金、 
日本消防検定協会 

認 
可 
法 
人 
【12】 

【理事長等任命がなく、かつ政府出資がない】 12法人 

製品安全協会、軽自動車検査協会、小型船舶検査機構、中央労働災害防止協会、 
陸上貨物運送事業労働災害防止協会、郵便貯金振興会、建設業労働災害防止協会、 
鉱業労働災害防止協会、中央職業能力開発協会、林業・木材製造業労働災害防止協会、 
港湾貨物運送事業労働災害防止協会、危険物保安技術協会 

（注）「民間法人化された特殊法人及び認可法人」とは、臨時行政調査会第 5次答申（昭和 58年 3月 14

日）における特殊法人等の自立化の原則に基づき措置されたもの。当該法人の事業の制度的独占を

排除するとともに、政府出資の制度上・実態上の廃止、役員の自主的選任等の政府の関与を最小限

のものとする等の制度改正が行われたものである。 


